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Ⅰ．商業販売額の動向 
 

－ ２年連続の増加となった商業販売額 － 

 

平成２６年の商業販売額は、468 兆 8780 億円、前年比 0.6％と２年連続の増加となった(第

１図)。卸売業販売額は、327 兆 6590 億円、同 0.1％と２年連続の増加、小売業販売額は、

141兆 2190億円、同1.7％と３年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、前年同期比 5.3％と４期連続の増加となったが、４～６

月期は、同▲1.7％の減少、７～９月期は、同 0.1％の増加、１０～１２月期は、同▲1.3％の

減少となった。 

 

第１図 商業販売額の推移（前年比・前年同期比） 

 

Ⅱ．卸売業販売額の動向 
 

－ ２年連続の増加となった卸売業販売額 － 

 

平成２６年の卸売業販売額は、食料・飲料卸売業、各種商品卸売業、農畜産物・水産物卸

売業などが増加したことにより、327 兆 6590 億円、前年比 0.1％と２年連続の増加となった

（第２図）。これは、食料・飲料卸売業が、小売業向けの好調や食料品の価格上昇などによ

り増加、各種商品卸売業が、鉄鋼や自動車の輸出入増などにより増加、農畜産物・水産物卸

売業が、畜産品、水産品の相場高や肉類の取扱い増などにより増加となったことなどによる。

また、機械器具卸売業は、自動車が自動車の輸出入増や自動車部分品の輸入増及び貨物車・

バスの国内向け増などにより増加した一方、電気機械器具が家電製品の国内向け減などによ

り減少したことにより、機械器具全体では減少、医薬品・化粧品卸売業は、医薬品の国内向

けの減などにより減少、建築材料卸売業は、建築需要減や木材の輸入減などにより減少した。 

四半期別にみると、１～３月期は、機械器具卸売業が家電製品及びパソコンの国内向けの取

扱い増により増加、食料・飲料卸売業が小売業向けやビール、飲料の取扱い増により増加、各

種商品卸売業が自動車や鉄鋼の輸出増などにより増加したことにより、84 兆 7690 億円、前年
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同期比4.8％と４期連続の増加となった。 

４～６月期は、各種商品卸売業が鉄鋼の国内向けや自動車の輸出増などにより、農畜産物・

水産物卸売業が野菜、畜産品、水産品の相場高などにより、ともに増加したものの、機械器具

卸売業が家電製品の国内向け減などにより、医薬品・化粧品卸売業が医薬品、化粧品等の国内

向け減などにより、その他の卸売業がたばこ及び紙・紙製品の販売減などによりそれぞれ減少

したことにより、78兆 4300億円、同▲1.6％の減少となった。 

７～９月期は、食料・飲料卸売業や農畜産物・水産物卸売業が食料品の価格上昇や野菜、畜

産品、水産品の相場高などによりともに増加したものの、機械器具卸売業が家電製品の国内向

け減及び映像機器の輸出減などにより、医薬品・化粧品卸売業が、医薬品、化粧品等の国内向

け減などにより、建築材料卸売業が建築需要の減少及び木材の輸入減などによりそれぞれ減少

したことにより、80兆 7140億円、同▲0.5％の減少となった。 

１０～１２月期は、食料・飲料卸売業や自動車卸売業などが増加したものの、機械器具卸売

業が家電製品及びパソコンの国内向け減などにより、鉱物・金属材料卸売業が石油・石炭製品

の価格低下及び輸入減などにより、建築材料卸売業が建築需要の減少及び木材の輸入減などに

よりそれぞれ減少したことにより、83兆 7460億円、同▲2.1％の減少となった。  

 

第２図 主要卸売業業種別寄与度の推移（前年比・前年同期比） 

１． 業種別の動向 

 

① 各種商品卸売業（総合商社など）は、鉄鋼や自動車等の輸出入増などにより、39 兆 5370

億円、前年比1.9％と２年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、鉄鋼や自動車等の輸出増や一般機械の国内向け増など

により、前年同期比 3.6％と３期連続の増加となった。４～６月期は、鉄鋼の国内向けや自動

車の輸出増などにより、同 6.7％の増加となった。７～９月期は、原油及び石炭の輸入減など

により、同▲1.2％の減少、１０～１２月期は、原油、燃料油の輸入及び国内向け減などによ

り、同▲1.3％の減少となった。 

 

② 繊維品卸売業は、繊維製品の価格上昇や織物用糸・繊維製品の輸出入増などにより、3 兆

3770億円、前年比4.8％と２年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、織物用糸・繊維製品の輸入増により、前年同期比0.2％
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と５期連続の増加となった。その後、繊維素材の価格上昇も加わって、４～６月期は同

4.8％、７～９月期は同 11.2％と大きく増加し、１０～１２月期は、織物用糸・繊維製品の輸

出入増などにより、同3.8％と増加となった。 

 

③ 衣服・身の回り品卸売業は、衣類・身の回り品の国内向け減などにより、5 兆 8500 億

円、前年比▲4.7％と、平成４年から２３年連続の減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、衣服・身の回り品の国内向け増などにより、前年同期比

1.9％と４期ぶりの増加となったが、衣服の国内向け減や衣類・同付属品の輸入減などにより、

４～６月期は同▲9.1％、７～９月期は同▲4.0％、１０～１２月期は同▲6.7％といずれも減

少となった。 

 

④ 農畜産物・水産物卸売業は、畜産品や水産品の相場高や肉類の取扱い増などから、22 兆

5380億円、前年比1.3％と１０年ぶりの増加となった。 

 四半期別にみると、１～３月期は、野菜、畜産品の相場高などにより、前年同期比 2.4％と

３期連続の増加となった。４～６月期は同 1.6％、７～９月期は同 4.5％と、野菜、畜産品、

水産品の相場高などによりともに増加となった。１０～１２月期は、野菜の相場安や米の価格

低下などにより、同▲2.6％の減少となった。 

 

⑤ 食料・飲料卸売業は、小売業向けの増加や食料品の価格上昇などにより、42兆 5550億

円、前年比2.9％と５年連続の増加となった。 

 四半期別にみると、１～３月期は、小売業向けの増加やビール、飲料等の国内向け増などに

より、前年同期比 5.7％と４期連続の増加となった。４～６月期は同▲0.0％と横ばいであっ

たものの、７～９月期は同 2.4％の増加、１０～１２月期は、食料品の価格上昇や小売業向け

の増加などにより、同3.9％の増加となった。 

 

⑥ 建築材料卸売業は、建築需要の減少や、木材の輸入減などにより、16兆 7150億円、前年

比▲1.5％と４年ぶりの減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、建築需要の好調により木材の輸入が増加、製材・木製品

の価格上昇も加わって、前年同期比 7.5％と１４期連続の増加となった。４～６月期からは、

一転して建築需要が減少、木材の輸入も減少したことなどにより、同▲2.7％の減少、７～９

月期は同▲3.0％、１０～１２月期は同▲6.8％といずれも減少となった。 

 

⑦ 化学製品卸売業は、プラスチックの輸出増や化学製品の価格上昇などにより、17 兆 2190

億円、前年比0.2％と２年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、化学製品の国内向けの増などにより、前年同期比 3.4％

と５期連続の増加となった。４～６月期は、有機化合物の輸出減などにより同▲3.1％の減少、

７～９月期は、プラスチックの輸出増やプラスチック製品の価格上昇などにより同 1.2％の増

加、１０～１２月期は、化学製品の国内向けの減などにより同▲0.7％の減少となった。 

 

⑧ 鉱物・金属材料卸売業は、原油及び粗油や石炭の輸入減などにより、51 兆 2440 億円、前

年比▲0.3％と２年ぶりの減少となった。 

 四半期別にみると、１～３月期は、石油製品の輸出増や価格の上昇に加えて鉄鋼の国内向け

の増加などにより、前年同期比 2.5％と５期連続の増加となった。４～６月期は、金の国内向

け減や石炭の輸入減などにより▲1.8％の減少、７～９月期は、石油製品の価格上昇や輸入増

などにより同 1.4％の増加、１０～１２月期は、石油・石炭製品の価格低下や輸入減などによ

り▲3.5％の減少となった。 



 

⑨ 機械器具卸売業は、自動車が自動車の輸出入増及び自動車部分品の輸入増や貨物車、バ

スの国内向けの増加などにより増加、一般機械器具が金属加工機械及び建設用・鉱山用機械の

輸出増などによりともに増加したものの、電気機械器具が家電製品の国内向け減などにより減

少、その他の機械器具が医療用機械器具及び精密機械器具等の取扱い減や船舶の輸出減などに

より減少したことから、68兆 7640億円、前年比▲0.4％と４年連続の減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、電気機械器具が家電製品やパソコン、自動車が自動車

及び自動車部分品の国内向け増や自動車の輸出入増などによりともに増加となり、前年同期比

7.9％と２期連続の増加となった。４～６月期は、電気機械器具が家電製品、自動車が自動車

の国内向け減により同▲3.7％の減少、７～９月期は、自動車が自動車の輸出及び自動車部分

品の輸入増により増加に転じたものの、電気機械器具が家電製品の国内向け不振や映像機器の

輸出減などにより、同▲3.4％の減少、１０～１２月期は、引き続き電気機械器具が家電製品

及びパソコンの国内向け減などから、同▲2.7％の減少となった。 

 

⑩ 家具・建具・じゅう器卸売業は、建築需要の減少による家具、建具等の取扱い減などに

より、2兆7910億円、前年比▲6.0％と３年連続の減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、建築需要増による家具、建具等の取扱い増などにより、

前年同期比 4.7％と２期連続の増加となった。４～６月期からは一転して、建築需要減による

家具、建具等の取扱い減などにより、同▲3.7％の減少、７～９月期は同▲8.9％、１０～１２

月期は同▲15.6％といずれも減少となった。 

 

⑪ 医薬品・化粧品卸売業は、医薬品等の国内向けの減などにより、24 兆 3900 億円、前年比

▲2.6％と２年ぶりの減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、医薬品、化粧品の国内向け増などにより、前年同期比

5.9％と５期連続の増加となった。４～６月期は、医薬品、化粧品の国内向け減などにより、

同▲8.3％の減少、７～９月期は同▲3.3％、１０～１２月期は同▲3.9％といずれも減少と

なった。 

 

⑫ その他の卸売業は、紙・紙製品及びたばこの国内向け減などにより、32 兆 6800 億円、前

年比▲0.6％と４年ぶりの減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、飼料の価格上昇及び肥料の出荷増、スポーツ用品、紙・

紙製品の国内向け増などにより、前年同期比 3.2％と２期連続の増加となった。４～６月期

は、たばこ及び紙・紙製品の販売減などにより、同▲3.3％の減少、７～９月期は同▲0.4％の

減少、１０～１２月期は、スポーツ用品、紙・紙製品及びたばこの国内向け減などにより、同

▲1.9％の減少となった。 

 

 

２．大規模卸売店の動向 

 

大規模卸売店の販売額は、110兆 8769億円、前年比2.2％と２年連続の増加となった。 

  これは、鉄鋼が輸出入及び国内向けに増加となったことや、その他の機械器具がパソコンの

国内向けの好調により増加となったことなどによる。 

販売額を商品別にみると、石油・石炭、家庭用電気機械器具、その他の輸送用機械器具など

が減少となったものの、鉄鋼をはじめ、その他の機械器具、自動車、農畜産物・水産物、化学

製品などが増加となった。 



四半期別にみると、１～３月期は、石油・石炭、非鉄金属などが減少となったものの、その

他の機械器具、鉄鋼、自動車などが増加したことにより、前年同期比 7.1％と３期連続の増加

となった。４～６月期は、家庭用電気機械器具、医薬品・化粧品などが減少となったものの、

鉄鋼、自動車、その他の機械器具などが増加したことにより、同 2.1％の増加となった。７～

９月期は、鉄鋼、農畜産物・水産物などが増加し、その他の機械器具、石油・石炭、家庭用電

気機械器具などが減少したことにより、同▲0.0％の横ばいとなった。１０～１２月期は、鉄

鋼、非鉄金属などが増加となったものの、石油・石炭、家庭用電気機械器具、その他の商品な

どが減少したことにより、同▲0.4％の減少となった。 

 

 

Ⅲ．小売業販売額の動向 
 

－ ３年連続の増加となった小売業販売額 － 

 

平成２６年の小売業販売額は、燃料小売業が減少したものの、飲食料品小売業、その他小売

業、織物・衣服・身の回り品小売業などが増加したことにより、141 兆 2190 億円、前年比

1.7％と３年連続の増加となった（第３図）。これは、飲食料品小売業が、畜産品や水産品の

相場高に加え、畜産品が好調だったことなどにより増加、その他小売業が、ＤＩＹ素材・用品

や家庭日用品に動きがみられたことなどにより増加、織物・衣服・身の回り品小売業が、季節

商材が好調だったことなどにより増加、医薬品・化粧品小売業が、ドラッグストアが堅調だっ

たことなどにより増加、自動車小売業が、新型車効果や消費税率引上げ前の駆け込み需要がみ

られたことなどにより増加、各種商品小売業（百貨店など）が、消費税率引上げ前の駆け込み

需要がみられたことに加え、高額商品に動きがみられたことなどにより増加、機械器具小売業

が、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより増加となったことによる。一

方、燃料小売業は、ガソリンなどの石油製品の販売量が減少したことなどにより減少となった。 

 

第３図 小売業業種別寄与度の推移（前年比・前年同期比） 
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四半期別にみると、１～３月期は、自動車小売業が新型車効果や消費税率引上げ前の駆け込

み需要がみられたことなどにより増加、その他小売業がＤＩＹ素材・用品や家庭日用品などに

消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより増加、飲食料品小売業が畜産品や

鍋物商材に動きがみられたことに加え、調味料や酒類などが好調だったことなどにより増加、

機械器具小売業が冷蔵庫、洗濯機、エアコンなどに消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられ

たことなどにより増加、各種商品小売業（百貨店など）が消費税率引上げ前の駆け込み需要が

みられたことに加え、高額商品が好調だったことなどにより増加、医薬品・化粧品小売業が化

粧品などに消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより増加するなど、全ての

業種で増加したことにより、36兆 3710億円、前年同期比6.6％と４期連続の増加となった。 

４～６月期は、飲食料品小売業が野菜の相場高や畜産品に動きがみられたことなどにより増

加したものの、自動車小売業、各種商品小売業（百貨店など）、機械器具小売業及びその他小

売業に消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより減少、燃料小売業

が石油製品価格は上昇しているものの、ガソリン、灯油などの販売量が減少したことにより減

少したことなどにより、33兆 8020億円、同▲1.8％の減少となった。 

７～９月期は、機械器具小売業が天候不順の影響によりエアコンが不調だったことなどによ

り減少したものの、飲食料品小売業が野菜や畜産品の相場高に加え、畜産品に動きがみられた

ことなどにより増加、織物・衣服・身の回り品小売業が期後半からの気温低下に伴い、秋物衣

料が好調だったことなどにより増加、その他小売業がＤＩＹ素材･用品や園芸・エクステリア

に動きがみられたことなどにより増加、医薬品・化粧品小売業が期後半からの気温低下に伴い、

風邪薬などの医薬品に動きがみられたことなどにより増加したことなどにより、34 兆 5220 億

円、同1.4％の増加となった。 

１０～１２月期は、燃料小売業がガソリンなどの石油製品の販売量が減少したことに加え、

期末には石油製品価格が低下したことにより減少、自動車小売業が軽乗用車、普通車ともに不

調だったことなどにより減少したものの、飲食料品小売業が野菜の相場安があったものの、畜

産品や水産品の相場高に加え、畜産品などに動きがみられたことなどにより増加、織物・衣

服・身の回り品小売業が期後半の気温低下に伴い、冬物衣料が好調だったことなどにより増加、

その他小売業が期後半の気温低下に伴い、暖房・防寒関連用品などの季節商材が好調だったこ

となどにより増加したことなどにより、36兆 5240億円、同0.6％の増加となった。 

 

１．業種別の動向 

 

① 各種商品小売業（百貨店など）は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動や天候不順

の影響があったものの、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、高額商品に

動きがみられたことなどにより、前年比0.9％と２年連続の増加となった。 

 四半期別にみると、１～３月期は、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、

高額商品が好調だったことなどにより、前年同期比 7.7％と４期連続の増加となった。４～６

月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより、同▲4.7％の

減少となった。７～９月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が一部に残ったもの

の、期後半からの気温低下に伴い、秋冬物衣料などに動きがみられたことなどにより、同

0.4％の増加となった。１０～１２月期は、化粧品や身の回り品に動きがみられたことなどに

より、同0.2％の増加となった。 

 

② 織物・衣服・身の回り品小売業は、３月の気温上昇や夏後半からの気温低下により、季節

商材が好調だったことなどにより、前年比 2.8％と５年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、２月に大雪などの影響はあったものの、冬物衣料に動き



がみられたことに加え、３月の気温上昇に伴い春物衣料が好調だったことなどにより、前年同

期比 3.6％と１２期連続の増加となった。４～６月期は、天候不順の影響などから季節商材の

動きが鈍かったことに加え、単価の高い商品において伸び悩みがみられたことなどにより、同

▲0.6％の減少となった。７～９月期は、期後半の気温低下に伴い、秋冬物衣料が好調だった

ことなどにより、同 4.4％の増加となった。１０～１２月期は、冬物衣料が好調だったことな

どにより、同3.9％の増加となった。 

 

③ 飲食料品小売業は、畜産品や水産品の相場高に加え、畜産品などに動きがみられたことや、

コンビニエンスストアの堅調などにより、前年比2.2％と８年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、野菜の相場高や畜産品、鍋物商材に動きがみられたこと

に加え、３月に調味料や酒類などが好調だったことなどにより、前年同期比 3.1％と１７期連

続の増加となった。４～６月期は、野菜や畜産品の相場高や畜産品に動きがみられたことなど

により、同 0.7％の増加となった。７～９月期は、畜産品などの相場高に加え、畜産品に動き

がみられたことなどにより、同 2.5％の増加となった。１０～１２月期は、野菜の相場安が

あったものの、畜産品や水産品の相場高に加え、畜産品に動きがみられたことなどにより、同

2.4％の増加となった。 

 

④ 自動車小売業は、新型車効果や消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどによ

り、前年比1.2％と２年ぶりの増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、新型車効果により普通車、軽乗用車ともに好調だったこ

とに加え、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより、前年同期比 14.3％

と３期連続の増加となった。４～６月期は、軽乗用車は堅調だったものの、消費税率引上げに

伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより、同▲5.9％の減少となった。７～９月期、

１０～１２月期は、普通車、小型車などの不調により、同▲0.2％、同▲3.1％とともに減少と

なった。 

 

⑤ 機械器具小売業は、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パソコンなどに消費税率引上げ前の駆け

込み需要がみられたことなどにより、前年比0.6％と４年ぶりの増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パソコンなどに消費税率引

上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、４月に一部パソコン用 OS のサポート終了を控

え、パソコンの買い替え需要も好調だったことなどにより、前年同期比 19.5％と２期連続の

増加となった。４～６月期は、引き続きパソコン用 OS のサポート終了に伴う買い替え需要に

よりパソコンは堅調だったものの、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたこと

などにより、同▲8.7％の減少となった。７～９月期は、天候不順の影響によりエアコンなど

の季節商品が不調だったことなどにより、同▲3.8％の減少となった。１０～１２月期は、冷

蔵庫、洗濯機、エアコン、パソコンなどの不調により、同▲4.4％の減少となった。 

 

⑥ 燃料小売業は、ガソリンなどの石油製品価格は上昇したものの、販売量が減少したことに

より、前年比▲0.5％と５年ぶりの減少となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、ガソリンなどの石油製品価格の上昇などにより、前年同

期比 2.9％と６期連続の増加となった。４～６月期は、ガソリン、灯油などの石油製品の販売

量の減少などにより同▲1.3％の減少となった。７～９月期は、ガソリンなどの石油製品の価

格は上昇しているものの、天候不順の影響から販売量が減少したことなどにより、同 0.0％の

横ばいとなった。１０～１２月期は、石油製品の販売量の減少に加え、１２月の石油製品価格

の低下などにより、同▲3.8％の減少となった。 



 

⑦ 医薬品・化粧品小売業は、ドラッグストアが好調だったことに加え、化粧品などに消費税

率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより、前年比 2.8％と３年連続の増加となっ

た。 

四半期別にみると、１～３月期は、マスクなどの予防対策商材に動きがみられたことや、化

粧品などに消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより、前年同期比 6.6％と

１１期連続の増加となった。４～６月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみら

れたことなどにより、同▲0.2％の減少となった。７～９月期、１０～１２月期は、風邪薬や

鼻炎薬などの医薬品や化粧品などが好調だったことなどにより、それぞれ同 2.0％、同 3.0％

の増加となった。 

 

⑧ その他小売業は、ＤＩＹ素材・用品や家庭日用品などに消費税率引上げ前の駆け込み需要

がみられたことなどにより、前年比 2.1％と３年連続の増加となった。 

四半期別にみると、１～３月期は、ＤＩＹ素材・用品や家庭日用品、家具などに消費税率引

上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより、前年同期比 6.9％と５期連続の増加となっ

た。４～６月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより、同

▲1.6％の減少となった。７～９月期は、天候不順の影響から季節商材は不調だったものの、

ＤＩＹ素材・用品や園芸・エクステリアに動きがみられたことなどにより、同 1.6％の増加と

なった。１０～１２月期は、季節商材などに動きがみられたことなどにより、同 1.6％の増加

となった。 

 

 

２．大型小売店の動向 

 

小売業販売額の約 15％を占める大型小売店の年間販売額は、20 兆 1973 億円、前年比 1.7％

と２年連続の増加となった(第４図)。 

 

 第４図 大型小売店（百貨店・スーパー）販売額の推移（前年比・前年同期比） 

 

これは、４月からの消費税率引上げや天候不順によるマイナス要因の影響などがあったもの

の、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことや、百貨店で化粧品や身の回り品、高額

商品などの動きが良かったこと、スーパーで新店効果に加え、畜産品や総菜が年間を通して好

調だったことなどによる。 

商品別にみると、衣料品は、特選ブランドなどの身の回り品に動きがみられたものの、天候
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不順の影響などから、季節商材の動きが鈍かったことなどにより減少となった。飲食料品は、

新店効果に加え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより増加となった。その他は、家庭用

電気機械器具などが低調だったものの、化粧品が好調だったことに加え、高級時計などの高額

商品に動きがみられたことなどにより増加となった。 

なお、既存店ベースでみると、同0.9％と平成３年以来２３年ぶりの増加となった。 

 

四半期別にみると、１～３月期は、大雪などの天候不順の影響があったものの、消費税率引

上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより、前年同期比 6.9％と４期連続の増加となっ

た。 

４～６月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことや天候不順の影響

などにより、同▲2.5％の減少となった。 

７～９月期は、天候不順の影響などから衣料品が低調だったものの、飲食料品が、生鮮食品

の相場高に加え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより、同1.6％の増加となった。 

１０～１２月期は、衣料品が低調だったものの、飲食料品が、畜産品や総菜が好調だったこ

とに加え、その他が、化粧品や高額商品などが好調だったことなどにより、同 1.2％の増加と

なった。 

なお、既存店ベースでみると、１～３月期は同6.0％と２期連続の増加となった。４～６月

期は同▲3.2％の減少、７～９月期は同0.5％の増加、１０～１２月期は、同0.4％の増加と

なった。 

 

 

①  百貨店 

 

百貨店の年間販売額は、6兆8274億円、前年比1.6％と２年連続の増加となった(第５図)。 

これは、消費税率引上げや天候不順、閉店の影響があったものの、消費税率引上げ前の駆け

込み需要がみられたことに加え、化粧品や身の回り品、高額商品の動きが良かったことなどに

よる。 

商品別にみると、衣料品は、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、特選

ブランドなどの身の回り品に動きがみられたことなどにより増加となった。飲食料品は、消費

税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、地方物産展などの催事効果がみられたこ

となどにより増加となった。その他は、化粧品が好調だったことに加え、高級時計などの高額

商品に動きがみられたことなどにより増加となった。 

なお、既存店ベースでみると、同2.1％と３年連続の増加となった。  

 

第５図 百貨店商品別販売額の推移（前年比・前年同期比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

四半期別にみると、１～３月期は、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことに加え、

前年に引き続き高額商品が好調だったことなどにより、前年同期比10.5％と５期連続の増加と

なった。 

商品別にみると、衣料品は、期前半は大雪などの天候不順の影響から婦人服などが低調だっ

たものの、期後半は特選ブランドなどの身の回り品や婦人服を中心に、消費税率引上げ前の駆

け込み需要がみられたことなどにより増加となった。飲食料品は、地方物産展などの催事効果

に加え、和洋酒などに消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなどにより増加となっ

た。その他は、高級時計や宝飾品などの高額商品が、前年に引き続き好調だったことに加え、

化粧品や家具、家庭用品などを中心に、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことなど

により増加となった。 

４～６月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより、同 

▲5.3％の減少となった。 

商品別にみると、衣料品は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことに加

え、前年好調だったことの反動などにより減少となった。飲食料品は、消費税率引上げに伴う

駆け込み需要の反動がみられたものの、地方物産展などの催事効果がみられたことなどにより

増加となった。その他は、宝飾品などの高額商品や家庭用品を中心に、消費税率引上げに伴う

駆け込み需要の反動がみられたことなどにより減少となった。 

７～９月期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が一部に残ったものの、期後半の

気温低下に伴い、秋冬物衣料などの動きが良かったことに加え、地方物産展などの催事効果が

みられたことなどにより、同0.8％の増加となった。 

商品別にみると、衣料品は、期前半は天候不順の影響により夏物衣料の動きが鈍かったもの

の、期後半の気温低下に伴い、秋冬物衣料の動きが良かったことなどにより増加となった。飲

食料品は、天候不順の影響があったものの、地方物産展などの催事効果がみられたことなどに

より増加となった。その他は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が家具など一部に

残ったものの、化粧品や高級時計などに動きがみられたことなどにより増加となった。 

１０～１２月期は、化粧品や身の回り品などに動きがみられたことなどにより、同0.4％の

増加となった。 

商品別にみると、衣料品は、特選ブランドなどの身の回り品が堅調だったものの、台風上陸

などの天候不順の影響などにより減少となった。飲食料品は、引き続き、地方物産展などの催

事効果がみられたことなどにより増加となった。その他は、家庭用品などに前年好調だった反

動がみられたものの、１０月１日からの訪日外国人旅行者向け免税対象商品拡大の効果もあっ

て化粧品が好調だったことに加え、高級時計などの高額商品に動きがみられたことなどにより

増加となった。 

なお、既存店ベースでみると、１～３月期は同 11.1％と５期連続の増加となった。４～６

月期は同▲4.7％の減少、７～９月期は同 1.0％の増加、１０～１２月期は同 0.8％の増加と

なった。 

 

 

②  スーパー 

 

スーパーの年間販売額は、13 兆 3699 億円、前年比 1.8％と４年連続の増加となった(第６

図)。 

これは、消費税率引上げや天候不順の影響などから、衣料品全般が低調だったものの、新店

効果に加え、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたこと、また、主力の飲食料品が、畜



産品や総菜が年間を通して好調だったことなどによる。 

商品別にみると、衣料品は、消費税率引上げや天候不順の影響などから、婦人服を中心に全

般的に低調だったことにより減少となった。飲食料品は、生鮮食品の相場高に加え、畜産品や

総菜が好調だったことなどにより増加となった。その他は、消費税率引上げ前の駆け込み需要

がみられたことに加え、玩具などに動きがみられたことなどにより増加となった。 

なお、既存店ベースでみると、同0.3％と平成３年以来２３年ぶりの増加となった。 

 
第６図 スーパー商品別販売額の推移（前年比・前年同期比）  

 

四半期別にみると、１～３月期は、主力の飲食料品が、生鮮食品の相場高や畜産品が好調

だったことに加え、衣料品や化粧品、日用品などに消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられ

たことなどにより、前年同期比5.0％と４期連続の増加となった。 

商品別にみると、衣料品は、大雪などの天候不順の影響があったものの、消費税率引上げ前

の駆け込み需要がみられたことなどにより増加となった。飲食料品は、生鮮食品の相場高や畜

産品、総菜などが好調だったことに加え、消費税率引上げ前の駆け込み需要がみられたことな

どにより増加となった。その他は、化粧品や日用品などに消費税率引上げ前の駆け込み需要が

みられたことなどにより増加となった。 

４～６月期は、生鮮食品の相場高に加え、畜産品や総菜の動きが良かったことなどにより

飲食料品が堅調だったものの、衣料品や化粧品、日用品などに消費税率引上げに伴う駆け込み

需要の反動がみられたことなどにより、同▲1.1％の減少となった。 

商品別にみると、衣料品は、天候不順の影響などから季節商材の動きが鈍かったことに加

え、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより減少となった。飲食

料品は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたものの、生鮮食品の相場高に加

え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより増加となった。その他は、化粧品や日用品など

に消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動がみられたことなどにより減少となった。 

７～９月期は、天候不順の影響などから、衣料品などが低調だったものの、飲食料品が、生

鮮食品の相場高に加え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより、同1.9％の増加となった。 

商品別にみると、衣料品は、期後半の気温低下に伴い、秋冬物衣料に動きがみられたものの、

期前半の天候不順の影響から、夏物衣料の動きが鈍かったことなどにより減少となった。飲食

料品は、生鮮食品の相場高に加え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより増加となった。

その他は、天候不順の影響や、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が家庭用品や家庭用

電気機械器具など一部に残ったものの、玩具やゲームソフトなどに動きがみられたことなどに

より増加となった。 
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１０～１２月期は、衣料品が全般的に低調だったものの、飲食料品が、畜産品や生鮮魚介の

相場高に加え、畜産品や総菜が好調だったことなどにより、同1.6％の増加となった。 

商品別にみると、衣料品は、天候不順の影響などから、婦人服を中心に全般的に低調だった

ことにより減少となった。飲食料品は、野菜の相場安があったものの、畜産品や生鮮魚介の相

場高に加え、畜産品や総菜が好調だったことにより増加となった。その他は、家庭用品や家庭

用電気機械器具などが低調だったものの、玩具などに動きがみられたことなどにより増加と

なった。 

なお、既存店ベースでみると、１～３月期は同 3.3％と平成２０年１～３月期以来２４期ぶ

りの増加となった。４～６月期は同▲2.4％の減少、７～９月期は同 0.3％の増加、１０～

１２月期は同0.2％の増加となった。 

 

 

３．コンビニエンスストアの動向 

 

コンビニエンスストアの商品販売額及びサービス売上高の合計は、ファーストフード及び日

配食品などが好調だったことにより、10 兆 4232 億円、前年比 5.6％と１６年連続の増加と

なった(第７図)。 

なお、既存店ベースでみると、同0.7％と３年ぶりの増加となった。 

商品販売額は、9兆8905億円、同5.3％の増加となった。商品別にみると、ファーストフー

ド及び日配食品は、いれたてコーヒーを含むファーストフード、総菜などが好調だったことに

より、3兆8076億円、同9.2％と５年連続の増加となった。加工食品は、冷凍食品、菓子、ア

イスクリームなどが好調だったことにより、2兆7743億円、同4.6％と５年連続の増加となっ

た。非食品は、たばこ、書籍が不調だったものの、消費税率引上げ前の１月～３月期は、たば

こに駆け込み需要がみられたことに加え、新規出店効果などにより、3兆3086億円、同1.7％

と１６年連続の増加となった。サービス売上高は、各種チケット、ゲーム用プリペイドカード

などが好調だったことにより、5328億円、同10.8％と８年連続の増加となった。 

 
第７図 コンビニエンスストアの販売額と店舗数の推移（前年比・前年同期比） 

四半期別にみると、１～３月期は、ファーストフード、総菜、生鮮食品、各種チケット、

ゲーム用プリペイドカードなどが好調だったことにより、合計で前年同期比 6.4％と１５期連

続の増加となった。商品販売額は、同 5.9％と１５期連続の増加、サービス売上高は、同
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生活家電
38.6%

情報家電
25.0%

ＡＶ家電
13.7%

その他
9.5%

通信家電
7.8%

カメラ類
5.3%

※各品目の構成比合計は、四捨五入の関係で、100.0％にはならない(以下同じ）。

家電大型専門店

平成26年

商品販売額合計

4兆5330億円

家電大型専門店

平成26年

商品販売額合計

4兆5330億円

15.6％と６期連続の増加となった。 

４～６月期は、ファーストフード、調理パン、サラダ、冷凍食品、アイスクリームなどが好

調だったことにより、合計で同 5.2％の増加となった。商品販売額は同 5.3％の増加、サービ

ス売上高は同2.8％の増加となった。 

７～９月期は、調理パン、ファーストフード、サラダ、菓子、冷凍食品、各種チケットなど

が好調だったことにより、合計で同 5.2％の増加となった。商品販売額は同 4.8％の増加、

サービス売上高は同13.3％の増加となった。 

１０～１２月期は、ファーストフード、調理パン、生鮮食品、冷凍食品、各種チケット、

ゲーム用プリペイドカードなどが好調だったことにより、合計で同 5.6％の増加となった。商

品販売額は同5.3％の増加、サービス売上高は同11.7％の増加となった。 

店舗数をみると、１２月末で 5 万 2725 店、前年末に比べ 2491 店の増加（前年末比 5.0％増）と

なった。 
 
 
 

＜参考：専門量販店販売統計調査結果＞ 
 

平成２６年１月から一般統計調査として新たに実施した「専門量販店販売統計調査」の各

業態別平成２６年年間販売額及び商品別構成比は以下のとおり（当年は、比較する前年のデー

タが無いため、前年及び前年同期との比較は出来ない。） 

 

１．家電大型専門店 

 家電大型専門店の年間販売額は、4兆5330億円となった（第８図）。 

 家電大型専門店における商品別構成比をみると、洗濯機、冷蔵庫、エアコンなどの白物家電

や理美容家電などを含む「生活家電」の構成比が 38.6％と最も高く、次いで、パソコンなど

の「情報家電」が同 25.0％、テレビ、ＢＤ・ＤＶＤレコーダーなどの「ＡＶ家電」が同

13.7％の順となった。 

 
第８図 家電大型専門店商品別販売額構成比（％） 
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２．ドラッグストア 

 ドラッグストアの年間販売額は、4兆7988億円となった（第９図）。 

 ドラッグストアにおける商品別構成比をみると、「食品」の構成比が 24.2％と最も高く、次

いで、バス・トイレ・キッチン用品、洗剤、ティッシュペーパーなどの「家庭用品・日用消耗

品・ペット用品」が同 15.6％、医師の処方に基づかない一般医薬品などの「ＯＴＣ医薬品」

が同15.1％の順となった。 

 
第９図 ドラッグストア商品別販売額構成比（％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．ホームセンター 

ホームセンターの年間販売額は、3兆3459億円となった（第１０図）。 

ホームセンターにおける商品別構成比をみると、バス・トイレ・キッチン用品、洗剤、

ティッシュペーパーなどの「家庭用品・日用品」の構成比が 21.5％と最も高く、次いで、工

具、建築金物、塗料、住設機器などの「ＤＩＹ用具・素材」が同 20.5％、エクステリア、園

芸生物、園芸用品などの「園芸・エクステリア」が同14.9％の順となった。 

 
第 10 図 ホームセンター商品別販売額構成比（％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


